
  

Weeklyコラム 
令和 4 年 1 月 25 日 

〒541-0055 大阪市中央区船場中央 2-1 
船場ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ 4 号館 4 階 

  Tel  06-6261-8000 
    Fax 06-6261-6539 

         

 

インボイス発行権限への恐怖 

 

 

◆適格請求書発行事業者登録制度受付け 

開始 

 令和５年 10 月１日から始まる適格請求書等

保存方式（いわゆるインボイス制度）登録申請

の受付けは、令和３年 10 月１日から始まって

います。令和５年 10 月１日から直ちに適格請

求書発行事業者として振る舞うためには、原

則、令和５年３月 31 日までに登録申請手続き

を済ましておく必要があります。 

 登録の主たる目的は、インボイス番号の取

得です。 

 

◆インボイス番号なしの請求書 

 登録番号の取得手続きをしないまま、新制

度が始まってしまうと、発行する請求書等に登

録番号を記載することができないので、たとえ

消費税額の記載をしたとしても、原理的には、

相手は仕入税額控除することが出来ません。

相手が個人消費者なら問題にならないかもし

れませんが、課税事業者だったら取引上の大

問題になりかねません。 

 

◆法人の登録番号は決まっている 

 法人の場合の登録番号は、「Ｔ」（ローマ字）

＋法人番号（数字 13 桁）です。法人番号とい

うのは、公表されている法人のマイナンバーで

す。 

 もし、未登録者が請求書等に法人番号を記

載していたら、登録番号と誤認されるような事

態が生ずるかもしれません。 

 

 

 

 

 

◆誤認誘発とみなされると 

 課税当局は、法人番号を積極的に公表し、申告書

等への法人番号の記載を義務付けています。同じ趣

旨で、同名の多い法人などが自主的に請求書や領

収書に法人番号を記載することは有り得ることです。 

 しかし、それを一概に誤認誘発行為とするわけには

いかないでしょうが、もし誤認誘発行為とみなされる

事例になったとしたら、１年以下の懲役又は 50 万円

以下の罰金に処せられる可能性があります。 

 

◆罰金を科せられると 

 罰金以上の刑を受けると、最低２年間はインボイス

番号取得登録不可となるので、経済取引において

10％の消費税を請求しにくい状態に陥り、事業者と 

しての存続が厳しくなりかねません。 

 仕入税額控除をする側も、誤って仕入税額控除し

てしまわないように、登録事業者の番号を国税庁の

適格請求書発行事業者公表サイトで適宜確認する

必要がありそうです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


